＜著書紹介＞自著『紛争予防税法学』(TKC 出版、2015年)と『租税法入門』(成文堂、2014年)を語る by 増田 英敏
はじめに
2014 年４月より１年間在外研究の機会を大学より付与された｡ このサバティカルを利
用して､ 『紛争予防税法学』 (TKC出版､ 2015 年) と 『基本原理から読み解く租税法入門』
(成文堂､ 2014 年) の２冊の本を刊行することができた｡






本稿で詳細に取り上げることにより､ 合宿研究会の 『研究報告書』 兼 『著書紹介』 にさせ
ていただくという､ 欲張った内容になってしまったことをご容赦いただきたい｡
前者の 『紛争予防税法学』 は月刊誌に数年連載した内容に加筆した､ 税理士や弁護士な




本書は､ 第一線で活躍される公認会計士や税理士､ そして､ 弁護士を読者対象とする専
門書である｡ 以下の 12 章より構成されている｡
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【著書紹介】
自著 『紛争予防税法学』 (TKC 出版､ 2015年) と 『租税法入











第 9章 税法と会計の関係性－法人税法 22 条を中心に
第 10 章 租税実体法と紛争予防―通達課税と交際費
第 11 章 紛争予防と租税手続法―税務調査





理であるから､ 税理士実務の基本に､ ｢税法のとおりに｣ という租税法律主義に基づく法
的思考を構築することにより､ 税法上の法的紛争を予測することも可能になるはずである｡














本書の書名を 『紛争予防税法学』 とした所以は､ 税理士がクライアントの信頼を勝ち得
る不可欠な要素は､ 紛争の予防にあり､ それが税理士の職務と責任の中核となり､ 税理士
事務所の発展の要諦と考えたからである｡
複雑な経済取引を対象とする税法の解釈・適用には困難さを伴う｡ その困難さ故に ｢紛




































るべきではない｡ たとえば､ 利益極大化を図る法人の経営者は､ 主たる営業活動により積
極的に利益を獲得するとともに､ 合法的に税負担の最少化に努めるはずでる｡ 税負担の多
寡は､ 手元のキャッシュフローにも直接的に影響を及ぼすのであるから節税は経営手腕の
一つといえよう｡ 経済情勢の悪化した環境下では､ クライアントから税理士に対して､ 節
税の要求や期待は大きくならざるを得ない｡ 節税の提案もできない税理士は無能とさえみ
なされる傾向がある｡





行為が節税であるのか､ 租税回避であるのか､ その判別は容易ではない｡ 税務調査で節税
と判断されるならばよいが､ 租税回避に該当すると判断されると､ 否認されるリスクにさ
らされる｡
この問題が厄介な点は､ 節税､ 脱税､ そして､ 租税回避のいずれにも税負担を減少させ
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たいとする共通の納税者の意図の存在にある｡ 税負担の軽減の意図のもとにその法形式を








納税者の選択した行為が､ 節税か､ 租税回避か､ さらには脱税とされるかにより､ 次の
法的な対応は大きく異なる｡ 節税であれば､ 適法で何の制裁も加えられないが､ 租税回避
に該当すると､ 租税回避の否認という引き直し課税がなされ､ 加算税が賦課されることに
なる｡ 脱税となると､ 刑事事件として立件され処罰される｡
したがって､ この問題に関する紛争予防の第 1歩は､ まず､ 節税､ 租税回避､ そして脱
税の概念を明確に理解しておくことにある｡ 税法は､ 脱税については明確な定めを置いて
いるが､ 節税と租税回避については定義規定を用意していない｡ そこで､ それぞれの概念
について通説的理解をここで確認しておこう｡ なお､ この概念の整理は拙著 『リーガルマ






るリスクを伴うところから､ 脱税とも節税とも区別される｡ とりわけ､ 節税と租税回避は
その境界線が明確ではないとされるところから実務上も問題が生じやすい｡
そこで以下では､ 節税と租税回避をまずその意義を確認し､ 次いで､ 租税回避の否認に
ついて整理する｡
節税とは､ 租税法規が予定した法形式を選択することにより租税負担を軽減する行為で







野における法形式の選択可能性を利用して､ １) 異常な法形式を選択し (ここで異常とい
う意味は通常用いられる法形式ではないということであり異常で違法な法形式を意味しな
いところに注意を要する)､ ２) 通常想定される法形式を選択したと同一の経済的成果を
達成し､ ３) その結果として租税負担の軽減を図る行為をいう｡ この三要件を充足する行
為をいう｡





る｡ このように複雑で異常な法形式を用いることによって､ 土地所有者は､ 土地を譲渡し
たのと同一の経済的成果を実現しながら､ 譲渡所得の発生を免れることができるから､ こ
れは典型的な租税回避の例であるとされる (金子宏 『租税法第 16 版』 117 頁参照｡ なお､

















を図る行為である｡ もっとも､ 節税と租税回避の境界線は､ 必ずしも明確でなく､ 結局は








節税と租税回避は､ 適法である点が共通しており､ 節税が､ 租税法規が予定している通
常の法形式の選択であるのに対して､ 租税回避は通常用いられない異常な法形式の選択と





























場 (実質主義もしくは経済的観察法を根拠に支持する立場も含める) と､ 租税法律主義の
要請が支配する租税法領域においては､ 個別具体的な否認規定が存在する場合にのみ否認








否認規定(所得税法 157条､ 法人税法 132 条､ 相続税法 64 条) が存在する｡ 個別否認規定
もかなりの数に上る｡ たとえば､ 法人税法 22 条２項の無償取引の益金算入規定や同法 34
条の役員給与の損金不算入規定､ 所得税法 59 条のみなし譲渡規定､ 同法 56 条等､ 相続税
法では 7条のみなし贈与規定などがあげられよう｡ ここでは､ 課税庁の伝家の宝刀とも称
される同族会社の行為・計算の否認規定についてその要件を確認しておきたい｡



































裁判決で､ ｢仮装でない限り｣ とされたが､ 仮装行為と認定されると否認規定が不要なば
かりか逋脱犯を構成する､ いわゆる脱税行為とされる｡




｢逋脱犯の訴追・公判をめぐる諸問題｣ 租税法研究９号 74 頁)｡ この点に両者の大きな相
違がある｡
逋脱犯とは､ 納税義務者が偽りその他不正の行為により､ 租税を免れ､ またはその還付
を受けたことを構成要件とする犯罪をいう (金子宏 『租税法第 16 版』 846 頁 (弘文堂､
平成 23 年))｡ この逋脱犯の構成要件は､ ① ｢偽りその他不正の行為｣ の存在と､ ②租税
を免れるか､ その還付を受けたという事実の存在 (国家の租税債権に対する侵害)､ から
なる (松沢智 『租税処罰法』 35 頁以下参照 (有斐閣平成 11 年))｡
この逋脱犯の構成要件である ｢偽りその他不正の行為｣ の意義につき､ 判例は､ ｢逋脱
の意図をもつて､ その手段として税の賦課徴収を不能もしくは著しく困難ならしめるよう
ななんらかの偽計その他の工作を行なうことをいう｣ (最 (大〉判昭和 42 年 11 月８日刑
集 21 巻９号 1197 頁) としている｡
したがって､ 偽りその他不正の行為とは､ 帳簿書類への虚偽記入､ 二重帳簿の作成その
他社会通念上不正と認められる行為を意味し､ 単純な無申告はそれにあたらない (最判昭
和 24 年７月９日刑集３巻８号 1213 号､ 最判昭和 38 年２月 12 日刑集 17 巻３号 183 頁)｡
ここで問題となるのは､ 具体的にいかなる過少申告行為が ｢偽りその他不正の行為｣ に
該当するかである｡ 判例は､ 真実の所得を隠蔽し､ それが課税対象となることを回避する
ため､ 所得内容をことさら過少に記載した内容虚偽の申告書を提出する行為が､ ｢偽りそ
の他不正の行為｣ に該当する過少申告行為であるとしている (最判昭和 48 年３月 20 日刑




































与税の納税義務者に該当しないとされていた (なお､ 平成 12 年度税制改正でこの方法に
よる租税回避は封殺されることになった)｡











という住所の認定にあった｡ 住所の認定に際しては､ そもそも ｢住所｣ とは何か､ といっ
た住所概念が明らかにされなければならない｡ 住所について租税法は特に定義規定を用意





武富士事件の第 1審である東京地裁 (東京地判平成 19 年５月 23 日税資第 257 号－108 (順
号 10717)) は､ 住所の認定基準について､ ｢法令において人の住所につき法律上の効果を
規定している場合､ 反対の解釈をすべき特段の事由のない限り､ 住所とは､ 各人の生活の
本拠を指すものと解するのが相当であり (最高裁昭和 29 年 10 月 20 日判決参照)､ 生活の
本拠とは､ その者の生活に最も関係の深い一般的生活､ 全生活の中心を指すものである





客観的事実に基づき､ 総合的に判定するのが相当である｡ (筆者下線)｣ と判示し､ 行為者
の主観的な意図を考慮すべきか否かについては､ ｢これに対し､ 主観的な居住意思は､ 通
常､ 客観的な居住の事実に具体化されているであろうから､ 住所の判定に無関係であると
はいえないが､ かかる居住意思は必ずしも常に存在するものではなく､ 外部から認識し難




ところが､ 同控訴審 (東京高判平成 20 年１月 23 日判例タイムズ 1283号 119 頁) では
住所の意義については１審と同様に最高裁の判決を引用しているが､ 後半部分で下線部分
の通り､ 東京地裁が補充的考慮要素とした ｢居住の意思｣ を主要な判断要素の一つとする
と判示した｡ すなわち､ ｢法令において人の住所につき法律上の効果を規定している場合､
反対の解釈をすべき特段の事由のない限り､ その住所とは､ 各人の生活の本拠を指すもの
と解するのが相当であり (最高裁判所昭和 29 年 10 月 20 日大法廷判決・民集８巻 10 号
1907 頁参照)､ 生活の本拠とは､ その者の生活に最も関係の深い一般的生活､ 全生活の中
心を指すものである (最高裁判所昭和 35 年３月 22 日第三小法廷判決・民集 14 巻４号
551 頁参照)｡ そして､ 一定の場所が生活の本拠に当たるか否かは､ 住居､ 職業､ 生計を
一にする配偶者その他の親族の存否､ 資産の所在等の客観的事実に､ ①居住者の言動等に
より外部から客観的に認識することができる居住者の居住意思を総合して判断するのが相
当である｡ ②なお､ 特定の場所を特定人の住所と判断するについては､ その者が間断なく
その場所に居住することを要するものではなく､ 単に滞在日数が多いかどうかによっての
み判断すべきものでもない (最高裁判所昭和 27 年４月 15 日第三小法廷判決・民集６巻４
号 413 頁参照)｡ (筆者傍線および番号を追記)｣ と判示して､ 下線部①のとおり原告の居
住意思を重視し､ さらに下線部②のとおり､ 居住日数という客観的な数値の多寡により判










出国するものであることを認識し､ 出国後は､ 本件滞在期間を通じて､ 本件贈与の日以後
の国内滞在日数が多すぎないように注意を払い､ 滞在日数を調整していた｣ として､ 租税
回避の目的等､ 原告の香港滞在の意思を重視し､ その目的が租税回避目的であることを詳








のであるとはいい難い｣ として､ 被告国側の主張を批判し､ 客観的証拠に基づいた事実認




しとの結論を導いている｣ (占部裕典 ｢贈与税の租税回避行為と 『住所』 の認定｣ 税理 51
巻 5 号 93 頁 (2008 年)) と整理することができよう｡
なお､ ここでは議論の便宜上から以下では､ 上記東京地裁判決が採用した客観的事実に
より住所を認定し､ 居住の意思などの主観的意思は補充的考慮要素とする住所認定の考え
方を ｢客観的事実説 (事実主義)｣ と呼称し､ 居住の意思を重視した東京高裁判決の採用
した認定の立場を ｢主観的意思説 (意思主義)｣ と呼称することにしたい｡
整理すると､ 客観的事実説によれば､ 本件贈与当時､ 原告の居所､ 職業､ 財産､ 滞在日
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数といった客観的な事実により住所は認定されるので､ 原告の住所は香港に所在していた
と判断される (東京地裁判決) が､ 主観的意思説によると､ 租税回避の意図の下に居所､









の課税要件とされている (同条１号) ところ､ ここにいう住所とは､ 反対の解釈をすべき
特段の事由はない以上､ 生活の本拠､ すなわち､ その者の生活に最も関係の深い一般的生
活､ 全生活の中心を指すものであり､ 一定の場所がある者の住所であるか否かは､ 客観的
に生活の本拠たる実体を具備しているか否かにより決すべきものと解するのが相当である｣
と判示して､ 住所が民法からの借用概念であるから借用元の住所概念に居住意思や租税回































は､ 違和感も生じないではない｡ しかし､ そうであるからといって､ 個別否認規定がない
にもかかわらず､ この租税回避スキームを否認することには､ やはり大きな困難を覚えざ
るを得ない｡ …中略 租税法律主義の下で課税要件は明確なものでなければならず､ これ
を規定する条文は厳格な解釈が要求されるのである｡ 明確な根拠が認められないのに､ 安
易に拡張解釈､ 類推解釈､ 権利濫用法理の適用などの特別の法解釈や特別の事実認定を行っ




































た｡ その章で学ぶ論点の一つが各事例のテーマとなっています｡ また､ コラムや図表なども効
果的に配置されております｡
また､ 法律のトレーニングを本格的に受けていない読者にも法的に租税法を学ぶことができ
るよう､ 各執筆者が細心の注意を払っている点も本書の特徴と言えるでしょう｡
租税法をこれから学ぼうとする学生 (学部学生や法科大学院の学生) や社会人を読者として､
会計学者や実務家ではなく (最近､ 会計学者や実務家による租税法入門書が刊行されている)､
租税法学者による入門書として､ 多くの読者の支持を得て版を重ねられる､ 息の長い書物とし
たい､ というのが編者の願いです｡
そのためには､ 読者のみなさんが興味を持って読み進めることができるよう､ 単に所得税法
等の租税法の説明に終始するのではなく､ 裁判事例などを素材にして､ 各領域の論点を明示し
て､ 租税法を立体的に学ぶことができるように工夫されております｡
各章の執筆者は､ 租税法の学界を担う中堅もしくは若手研究者です｡ 編者の意図を十分に理解
し､ しっかりとした研究に基づいて､ わかりやすさとともに入門教科書としての高い水準を維
持することに執筆者は全力を傾注されました｡｣
以上の通り､ 本書は学部の学生及び法科大学院の院生を読者対象とした入門書であると
位置付けている｡ 導入部分は注目裁判例を平易に事例化し､ 対話形式により平易に読み進
めることができるよう工夫されているが､ その内容は水準の高い水準の高い租税法の教科
書と評価できよう｡
本書は編者の意図が実現された租税法の入門書として一定の評価を得ている｡
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